
平成26年度青森県
財務諸表のポイント

普通会計・連結財務書類４表

（総務省方式改訂モデル）
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財務書類の作成・公表

・ 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（平成１８年８月３１日総務事務次
官通知）」において、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト
計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準モデル又は総務省方式改訂
モデル）により整備することが求められている。

・ 県では普通会計・連結財務書類４表を総務省方式改訂モデルにより作成し、公表するものである。

行政コスト計算書

　資産　【3兆5,110億円】 　負   債 【1兆4,711億円】  経常行政コスト　 【5,444億円】

－

　…   経  常  収  益  　【  178億円】

　歳計現金　【242億円】 　純資産 【2兆  399億円】 ＝

　… 純経常行政コスト　【5,266億円】

純資産変動計算書

     期首純資産残高 　【2兆  506億円】

－

純経常行政コスト　【5,266億円】

＋

一般財源、補助金等受入 【5,219億円】

－

  臨 時 損 益 等  　【  60億円】

＝

    期末純資産残高　 【2兆  399億円】

〈普通会計財務書類４表の関係〉

貸借対照表

資金収支計算書

収    入　【6,845億円】

－
＝

期末歳計現金残高　【242億円】

   歳計現金増減額　【△41億円】

＋

期首歳計現金残高　【283億円】

＝

支    出　【6,886億円】
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・新規投資の抑制と減価償却の進行等による有形固定資産の減（▲３９３億円）

・地域振興基金（地域の元気臨時交付金分）や緊急雇用創出事業臨時特例基金の取崩し等による基金の減（▲１０７億円）

・満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基金の取崩しの増等による現金預金の減（▲１５３億円）

・新規発行の抑制による地方債（翌年度償還予定地方債を含む）の減（▲４３８億円）

・定員適正化の着実な実施による職員数の減少及び退職手当水準の引き下げに伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手
当を含む）の減（▲９５億円）

普通会計貸借対照表
資産の部 ３兆５，１１０億円（▲６６３億円、１．９％の減）

負債の部 １兆４，７１１億円（▲５５６億円、３．６％の減）

純資産の部 ２兆 ３９９億円（▲１０７億円、０．５％の減）

公共資産

3兆2,341億円

（▲408億円）

固定負債

1兆3,399億円

（▲389億円）

投資等

2,044億円

（▲91億円）

流動負債

1,312億円

（▲167億円）

流動資産

725億円

（▲164億円）

純資産

2兆399億円

（▲107億円）

資産の部

3兆5,110億円

（▲663億円）

負債の部・

純資産の部

3兆5,110億円

（▲663億円）



3

行政コスト計算書

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

・人に係るもの…国からの要請を踏まえた給与減額の終了等による人件費の増等（＋１０９億円）

・物に係るもの…維持補修費の増（＋３億円）

・移転支出的なもの…地方消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増等の補助金等の増（＋８１億円） 等

行政サービスに対する直接の受益者負担

・使用料・手数料 １０９億円（＋９億円）

・分担金・負担金・寄附金 ６９億円（＋２２億円）

経常行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩しで賄わな

ければならないコスト。経常収益の増を上回る経常行政コストの増により増加。

経常行政コスト ５，４４４億円（１６４億円、３．１％の増）

経常収益 １７８億円（３１億円、２０．８％の増）

純経常行政コスト ５，２６６億円（１３３億円、２．６％の増）

経常収益

178億円（＋31億円）

人に係るもの

1,630億円（＋109億円）

純経常行政コスト

5,266億円（＋133億円）

物に係るもの

1,648億円（＋3億円）

移転支出的なもの

1,962億円（＋81億円）

その他

204億円（▲29億円）

0億円 1,000億円 2,000億円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円

26年度

5,444億円

（＋164億円）
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純資産変動計算書

「純資産変動計算書」とは、地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残余）

が、一会計期間にどのように増減したかを示すものである。

期首純資産残高 ２兆 ５０６億円

・経常行政コスト ▲５，４４４億円

・経常収益 １７８億円

・一般財源 ４，１０１億円（地方税 １，４３７億円、地方交付税 ２，２３８億円等）

・補助金等受入 １，１１８億円

・臨時損益 ▲ ６９億円（災害復旧事業費 ▲４６億円等）

・資産評価替え等 ９億円

期末純資産残高 ２兆 ３９９億円 （２６年度中の変動額 ▲１０７億円）



資金収支計算書
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全体収支
▲４１億円

期末資金残高
２４２億円

「資金収支計算書」は現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的

収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支と区分している。

（支出の主なもの）

人件費 １，７０５億円、補助金等 １，２０１億円

（収入の主なもの）

地方税 １，４３６億円、地方交付税 ２，２３８億円

（支出の主なもの）

公共資産整備支出 ８６４億円、公共資産整備補助金等支出 ５３１億円

（収入の主なもの）

国庫補助金等 ３９１億円、地方債発行額 ３２４億円

（支出の主なもの）

貸付金 ４９１億円、基金積立額 １２４億円、地方債償還額 １，０８３億円

（収入の主なもの）

貸付金回収額 ４９８億円、国庫補助金等 ５７億円

経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，６７７億円

公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支） ▲ ５５６億円

投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）

▲１，１６２億円
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連結財務書類４表
普通会計、公営事業会計（8事業会計）及び県が1/4以上を出資する第三セクター等

（2地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等19団体）を連結対象として作成。

連結行政コスト計算書

 資産　【3兆6,880億円】  負債　【1兆5,400億円】 経常行政コスト　【5,957億円】

－

… 経常収益　【668億円】

 資金　【959億円】  純資産 【2兆1,480億円】 ＝

  うち財政調整基金等 純経常行政コスト　【5,289億円】

　　　　　　　　　【476億円】

  うち現金等  【483億円】

…

連結純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆1,663億円】

－

純経常行政コスト　【5,289億円】

＋

一般財源、補助金受入等　【5,228億円】

－

臨時損益等　【122億円】

＝

期末純資産残高　【2兆1,480億円】

連結資金収支計算書

〈連結財務書類４表の関係〉

連結貸借対照表

収入　【7,403億円】

－

支出　【7,485億円】

＝

資金増減額　【▲82億円】

＋

期末資金残高　【483億円】

期首資金残高　【565億円】

＝
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連結貸借対照表

＜連単比率 連結決算が普通会計の何倍になっているかを示すもの＞
○資産合計額 ３兆６，８８０億円（連単比率１．０５倍）
○負債合計額 １兆５，４００億円（連単比率１．０５倍）
○純資産合計額 ２兆１，４８０億円（連単比率１．０５倍）

いずれの連単比率も１．０５倍と小さくなっている。
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連結行政コスト計算書
○連結対象のみの行政コスト計算書

・連結対象のみ（公営事業会計及び第三セクター等）の行政コスト計算書の純経常行政
コストは３２億円となっている。主な要因は、病院事業の２５億円で、国からの要請を
踏まえた給与減額の終了等に伴う人件費等の増や、地方公営企業会計基準の見直しに伴
う減価償却費の増である。

○連結行政コスト計算書
・会計間取引の相殺消去後の純経常行政コストは、普通会計より２３億円の増となる。
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連結純資産変動計算書

・経常行政コスト ▲５，９５７億円

・経常収益 ※  ６６８億円

・一般財源 ※ ４，１００億円（地方税 １，４３７億円、地方交付税 ２，２３８億円等）
・補助金等受入 ※ １，１２８億円
※はコストを賄うための収入。（コストを収入で賄いきれずコスト超過となっている。）

・臨時損益 ▲８０億円（災害復旧 △４６億円、公共資産除売却損益△２１億円等）
・その他 ▲４２億円

○期首純資産残高 ２兆１，６６３億円

（参考）連結対象のみの純資産変動額 ▲72億円

○期末純資産残高 ２兆１，４８０億円 （２６年度中の変動額 ▲１８３億円）
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連結資金収支計算書

【主なもの】
・人件費 １，８９３億円 ・地方税 １，４３６億円
・補助金等 １，１７４億円 ・地方交付税 ２，２３８億円

・国県補助金等 ６９４億円

【主なもの】
・公共資産整備支出 ８７６億円 ・国県補助金等 ３９９億円
・公共資産整備補助金等支出 ５３１億円 ・地方債発行額 ３３４億円

【主なもの】
・貸付金 ４９５億円 ・基金取崩額 ６１億円
・地方債償還額 １，１１６億円 ・貸付金回収額 ４９７億円

（参考）連結対象のみの全体収支 ▲４１億円、資金残高 ２４１億円

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，７３８億円
（支出：４，１５９億円、収入：５，８９７億円）

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）▲５５６億円
（支出：１，４１８億円、収入：８６２億円）

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）
▲１，２６４億円

（支出：１，９０７億円、収入：６４３億円）

全体収支
▲８２億円

期末資金残高
４８３億円


